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公布された条例のあらまし

◇鳥取県税条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を

行う。

２ 条例の概要

(１) 狩猟税の税率の特例について定めた規定中、引用している鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止の

ための特別措置に関する法律の条項を改める。

(２) 施行期日は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部を改正す

る法律の施行の日とする。

◇国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

土地改良法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 国営土地改良事業の施行地域内の土地を目的外用途に供するため所有権の移転等をした場合に特別徴収

金を徴収することを定めた規定中、引用している土地改良法施行令の条項を改める。

(２) 施行期日は、公布日とする。
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条 例

鳥取県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成24年６月５日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第43号

鳥取県税条例の一部を改正する条例

鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（狩猟税の税率の特例） （狩猟税の税率の特例）

第208条の２ 平成20年４月１日から平成25年３月31 第208条の２ 平成20年４月１日から平成25年３月31

日までの間に受ける狩猟者の登録であって次に掲げ 日までの間に受ける狩猟者の登録であって次に掲げ

る登録のいずれかに該当するものに係る狩猟税の税 る登録のいずれかに該当するものに係る狩猟税の税

率は、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、 率は、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、

同条第１項又は第２項に規定する税率に２分の１を 同条第１項又は第２項に規定する税率に２分の１を

乗じた税率とする。 乗じた税率とする。

(１) 対象鳥獣捕獲員（鳥獣による農林水産業等に (１) 対象鳥獣捕獲員（鳥獣による農林水産業等に

係る被害の防止のための特別措置に関する法律 係る被害の防止のための特別措置に関する法律

（平成19年法律第134号）第９条第６項の規定に （平成19年法律第134号）第９条第５項の規定に

より読み替えられた鳥獣の保護及び狩猟の適正化 より読み替えられた鳥獣の保護及び狩猟の適正化

に関する法律第56条に規定する対象鳥獣捕獲員を に関する法律第56条に規定する対象鳥獣捕獲員を

いう。次号において同じ。）に係る狩猟者の登録 いう。次号において同じ。）に係る狩猟者の登録

(２) 略 (２) 略

附 則

この条例は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律の一部を改正する法律

（平成24年法律第10号）の施行の日から施行する。
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国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成24年６月５日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第44号

国営土地改良事業特別徴収金徴収条例の一部を改正する条例

国営土地改良事業特別徴収金徴収条例（平成19年鳥取県条例第11号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別徴収金の徴収） （特別徴収金の徴収）

第２条 県は、国営土地改良事業（別表に定める国営 第２条 県は、国営土地改良事業（別表に定める国営

土地改良事業に限る。以下「国営事業」という。） 土地改良事業に限る。以下「国営事業」という。）

の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規 の施行に係る地域内にある土地につき法第３条に規

定する資格を有する者が、当該国営事業の工事の完 定する資格を有する者が、当該国営事業の工事の完

了につき法第113条の２第３項の規定による公告が 了につき法第113条の２第３項の規定による公告が

あった日（その日前に、農林水産大臣が、当該土地 あった日（その日前に、農林水産大臣が、当該土地

を含む一定の地域について当該国営事業によって受 を含む一定の地域について当該国営事業によって受

ける利益のすべてが発生したと認めてその旨を公告 ける利益のすべてが発生したと認めてその旨を公告

したときは、その公告した日）以後８年を経過する したときは、その公告した日）以後８年を経過する

日までの間に、次の各号のいずれかに該当する行為 日までの間に、次の各号のいずれかに該当する行為

をした場合には、その者から、特別徴収金を徴収す をした場合には、その者から、特別徴収金を徴収す

る。 る。

(１) 当該土地を当該国営事業の計画において予定 (１) 当該土地を当該国営事業の計画において予定

した用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和24 した用途以外の用途（土地改良法施行令（昭和24

年政令第295号。以下「政令」という。）第53条 年政令第295号。以下「政令」という。）第53条

の８に規定する用途（政令附則第７項に規定する の８に規定する用途（政令附則第９項に規定する

場合にあっては、同項に定める用途）を除く。以 場合にあっては、同項に定める用途）を除く。以

下「目的外用途」という。）に供するため所有権 下「目的外用途」という。）に供するため所有権

の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権その の移転等（所有権の移転又は地上権、賃借権その

他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しく 他の使用及び収益を目的とする権利の設定若しく

は移転をいう。以下同じ。）をした場合 は移転をいう。以下同じ。）をした場合

(２) 略 (２) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


